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平成２９年度決算に基づく健全化判断比率等について 

 

１ 概 要  
 

 ○平成２９年度決算見込みに基づき「健全化判断比率」を算定した結果、 

  下記のとおりいずれの指標についても早期健全化基準を下回っている。 

  本  県  早期健全化基準    財政再生基準  

 実質赤字比率    － ※なし 

 （H28：－） 

    ３．７５％     ５．００％ 

 連結実質赤字比率    － ※なし 

 （H28：－） 

    ８．７５％    １５．００％ 

 実質公債費比率    １０．０％ 

 （H28：１１．８％） 

    ２５．０％     ３５．０％ 

 単 

 年 

 度 

  ２７年度       １１．９％   

  ２８年度       １０．１％ 

  ２９年度        ８．３％ 

 将来負担比率   １９９．１％ 

 （H28：１９５．８％） 

   ４００．０％  

     ※実質公債費比率は、過去３カ年の数値を合算したものの１／３の数値が指標となる。 

 

 

 ○各公営企業における「資金不足比率」については、平成２９年度決算見 

  込みにおいて、資金不足を生じた公営企業はない。 

   本  県  経営健全化基準  

水道事業会計  －（なし） 

     ２０．０％ 工業用水道事業会計  －（なし） 

流域下水道特別会計  －（なし） 

          ※前年度もいずれの会計とも資金不足なし 
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２ 各健全化判断比率等の状況  

 

 

① 実質赤字比率 

  Ｈ29 － ※実質赤字額なし （Ｈ28：－） 

 【早期健全化基準：３．７５％ 財政再生基準：５％】 

 

  計算式  
                       一般会計等の実質赤字額 
    実質赤字比率 ＝                             × １００ 

                       標準財政規模 

 

一般会計等  ＝ 一般会計及び公営企業を除く特別会計 

標準財政規模 ＝ 本県の標準的な一般財源の規模 

 
 

実質赤字比率は、一般会計等の資金不足額の大きさを示す指標であり、今回の決算では、

行財政改革アクションプラン終了後においても引き続き歳出削減対策及び歳入確保対策を

実施した結果、黒字を維持したもの。 

 

 

 

② 連結実質赤字比率 

  Ｈ29 － ※連結実質赤字額なし （Ｈ28：－） 

 【早期健全化基準：８．７５％ 財政再生基準：１５％】 

 

   計算式  
                         連結実質赤字額 
    連結実質赤字比率 ＝                     × １００ 

                         標準財政規模 
 

       連結実質赤字額 ＝ 一般会計等及び公営企業会計の資金不足額の合計額 

 
 

連結実質赤字比率は、一般会計等だけでなく、公営企業会計を含む全会計の資金不足額の

大きさを示す指標である。本県で該当する会計は、一般会計等のほか、「水道事業会計」、

「工業用水道事業会計」、「流域下水道特別会計」でいずれも実質赤字、資金不足は生じ

なかった。 
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 ③ 実質公債費比率 

  Ｈ29 １０．０％（Ｈ28：１１．８％） 

 【早期健全化基準：２５％ 財政再生基準：３５％】 

 ※実質公債費比率は、過去３カ年の数値を合算したものの１／３の数値が指標となる。 

 

  計算式  

                     （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
 実質公債費比率 ＝                                                    ×１００ 
                       標準財政規模-(元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 
 
     準元利償還金＝次の合計額 

・ 満期一括償還地方債の一年あたりの元金償還金相当額 

・ 公営企業債の償還財源に充当した一般会計等からの繰出金 

・ 組合等が起こした地方債の償還財源に充当した負担金・補助金 

     ・ 公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出 

     ・ 一時借入金の利子 

 
 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に

対する割合を示す指標で、大きいほど公債費等の負担が重く、財政運営が厳しくなる。 

今回の算定では前年度より1.8ポイント改善した。 
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④ 将来負担比率 

  Ｈ29 １９９．１％ （Ｈ28：１９５．８％） 

 【早期健全化基準：４００％】 

 

  計算式   
                       将来負担額-(充当可能基金額+特定財源見込額+地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

    将来負担比率 ＝                                                   ×１００ 
                       標準財政規模-(元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 
 

     将来負担額＝次の合計額 

     ・ 一般会計等の29年度末地方債現在高 

     ・ 債務負担行為に基づく支出予定額 

     ・ 公営企業債の償還財源に充当する一般会計等からの負担等見込額 

     ・ 組合等が起こした地方債の償還財源に充当する県からの負担等見込額 

        ・ 退職手当支給予定額 

     ・ 設立法人の負債等に係る一般会計等の負担見込額 

     ・ 受益権を有する信託に係る一般会計等の負担見込額 

     ・ 設立法人以外の者に対する貸付金に係る一般会計等の負担見込額 

        ・ 連結実質赤字額 

     ・ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

    充当可能基金額 ＝ 上記に充当可能な基金 
 
 

将来負担比率は、将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合を示す指標で

あり、今回の算定では前年度より3.3ポイント悪化した。 
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⑤ 資金不足比率 

  Ｈ29 － ※資金不足額なし （Ｈ28：－）  

  【経営健全化基準：２０％】  

  計算式  

                       資金の不足額 
    資金不足比率 ＝                       × １００ 
                       事業の規模 
 

  資金の不足額 

【法適用企業】 （流動負債＋建設費等以外に充当した地方債の現在高－流動資産） 

【法非適用企業】（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設費等以外に充当した地方債現在高） 

  事業の規模 

【法適用企業】 営業収益の額－受託工事収益の額 

【法非適用企業】営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

 
 

資金不足比率は、公営企業会計の資金不足額の大きさを示す指標である。 

本県で該当する会計は、「水道事業会計」、「工業用水道事業会計」、「流域下水道特別会

計」でいずれも資金不足が生じなかった。 
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 別紙  

 

財政健全化法 

 平成19年6月に、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され、地方公共団

体は、毎年度、健全化判断比率等を監査委員の審査に付した上、議会に報告するとともに、

住民に対し公表することが義務づけられた。 

 各地方公共団体は、健全化判断比率により、「早期健全化基準」以上となると自主的な

改善努力による「財政健全化団体」、「財政再生基準」以上となると国の関与による確実

な再生を求められる「財政再生団体」となる。 

 

財政健全化団体 

 健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合には、「財政健全化団体」とな

り、「財政健全化計画」を作成することが義務づけられる。当該計画は、議会の議決を経

て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣へ報告し、実施状況を毎年度議会に報告し

公表することが義務づけられる。 

 

財政再生団体 

 健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合には、「財政再生団体」となり、

「財政再生計画」を作成することが義務づけられる。当該計画は、議会の議決を経て定め、

速やかに公表するとともに、総務大臣へ協議し、同意を求めることができる。総務大臣の

同意がない場合、災害復旧事業等を除き、起債が制限される。 


